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Ａ．研究目的 

2002（平成 14）年に身体障害者補助犬法が施行

されて 18年が経つが、身体障害者補助犬と生活す

る障害者の施設等への受け入れ拒否が今もなおた

びたび報告されている。施設への受け入れに関し

ては、厚生労働省より医療機関における受け入れ

にあたっての留意点が取りまとめられているが、

交通機関、飲食店、複合施設等、その他の施設等

については、民間の取り組みに委ねられており、

具体的な留意点が明示されていない。 

分担研究班では、2019（令和元）年度に医療機

関向けに作成された既存のガイドブックを検証す

るとともに、使用者が補助犬を同伴して施設等を

利用する際の課題を明らかにした。2020（令和 2）

年度には、補助犬使用者自身が施設等への補助犬

同伴の受け入れを円滑に進めるために行っている

工夫や対策を明らかにする調査を実施し、さらに、

2019（令和元）年度の調査結果を踏まえて、各業

界で補助犬使用者を受け入れるための留意点をま

とめ、ガイドブックを作成することを目的とした。

これにより補助犬使用者の施設等への受け入れ促

進を目指すことを主たる目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

１．補助犬使用者の施設利用 

 補助犬使用者の施設利用に関わる過去の文献な

研究要旨 

本分担研究は、補助犬使用者が補助犬を同伴して、施設等を利用する際の課題を明ら

かにした上で、受け入れ施設等（業界）ごとに留意点をまとめ、ガイドブックを作成す

ることを目的とした。補助犬使用者の施設利用に関する文献調査、既存ガイドラインの

検証に加えて、補助犬使用者の受け入れに関する行政の対応、受け入れ施設等の補助犬

（法）の認知度、補助犬使用者の受け入れに対する不安や意識について調査した。また、

補助犬使用者が施設等への補助犬同伴の受け入れを円滑に進めるために行っている工

夫や対策を調査した。調査の結果、補助犬（法）の認知度は業界により差異はあるもの

の、決して高くないこと、いずれの業界でも補助犬使用者の受け入れに関して一定程度

の不安を感じていることが示された。業界が感じている不安には、情報が不十分である

がゆえの不安もあれば、例えば、「ペット不可物件で補助犬に限り受け入れる場合の入

居者への説明や契約内容」（賃貸住宅管理者／所有者）、「狭い店内での補助犬同伴の受

け入れ」（飲食店）など、業界特有の理由による懸念も含まれていた。総じて「他の施

設利用者の反応」が主要な不安であった。一方、補助犬使用者は、円滑に施設等を利用

できるように補助犬使用者としての基本的な義務（衛生・行動管理）を果たすことはも

ちろんのこと、施設側や他の利用者に配慮した複数の工夫や対策を講じていた。これら

の結果を受け、補助犬使用者、施設等、施設利用者がいずれも安心した社会活動を営め

るよう、業界特有の懸念にも配慮したガイドブックを作成した。 
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らびに事例を精査した。Google Scholar、医中誌、

CiNii Articles, J-SAGE、Google等の検索エンジ

ンを活用し「補助犬／盲導犬／介助犬／聴導犬」

のいずれかの単語と「受け入れ」もしくは「施設

利用」という単語を手がかりに、該当する報告書・

論文を分析した。また、補助犬の受け入れに関わ

る過去の事例を収集し、内容をまとめた。 

 

２．医療機関向けガイドラインの検証 

 厚生労働省が作成した医療機関向けのガイドラ

インの内容を検証した。また、ガイドラインの内

容について現場の意見を把握するため、全国の国

公立病院、自治体病院、国公立の大学病院のうち、

病院への補助犬使用者の受け入れを検討したこと

があると考えられる病院から 10病院を無作為に選

び、電話にてヒアリング調査を行った。全国の国

公立病院ならびに自治体病院は、総務省ホームペ

ージで公開されている平成 29年度地方公営企業年

鑑（第 3章事業別 6.病院事業 付表 2.病院事業経

営団体一覧表（2018（平成 30）年 3月 31日時点））

を参照した。なお、本調査では病院ホームページ

に補助犬の受け入れについて記載のある病院を、

「補助犬使用者の受け入れを検討したことがあ

る」とみなした。ヒアリングを依頼した各病院内

で補助犬の受け入れについて詳しい担当者 1名に、

補助犬の受け入れ経験、病院内での受け入れ検討

の経緯や既存のガイドラインを参考としたかどう

か、参考にした場合は役立った箇所と不足してい

る内容等について聞き取りをした。 

 

３．行政の取り組み 

３－１．保健所 

 補助犬使用者が補助犬の同伴拒否にあう確率の

高い施設（飲食店、医療機関）に関わる行政機関

である保健所（全国 471ヵ所）を対象に、補助犬

に関する相談への対応事例を調査した。依頼文、

調査概要、調査紙を郵送し、無記名回答を依頼し

た。 

 

３－２．省庁 

 省庁による相談や啓発等についての実態を把握

するため、アンケート調査を実施した。具体的に

は、省庁職員向け研修における補助犬の周知、省

庁による普及啓発の取り組み、省庁への補助犬使

用者の来庁の有無等を含む。各省庁に依頼文、調

査概要、調査紙を添付した電子メールを送付し、

回答を依頼した。なお、厚生労働省は補助犬を管

轄しており、既に多様な取り組みを行っているた

め、本調査の対象には含んでいない。 

 

４．受け入れ施設（者）等への調査 

４－１．リハビリテーション専門職 

 2019（令和 1）年 11月に国立障害者リハビリテ

ーションセンターで行われたリハビリテーション

専門職の研修会で、参加者の所属病院における補

助犬使用者の受け入れ状況や受け入れに関する不

安の有無とその内容についてアンケート調査を行

った。調査概要を記載した調査用紙を研修会場で

配布し、任意かつ無記名での回答を依頼した。 

 

４－２．病院 

 全国の国公立病院、自治体病院、国公立の大学

病院を対象に、補助犬使用者の受け入れの状況、

受け入れに向けた対策、受け入れに関する不安の

有無とその内容等についてアンケート調査を行っ

た。対象とした国公立病院ならびに自治体病院は、

調査「２－１」で示した一覧表にある病院から、

2020（令和 2）年 1月時点で未開院の病院と、閉院

された病院を除いた。その結果、国公立の大学病

院と合わせて 826病院を本調査の対象とした。対

象となった病院に依頼文、調査概要、調査用紙を

郵送し、無記名回答を依頼した。 

 

４－３．個人飲食店 

 飲食店の中でも個人経営の飲食店は、企業によ

るチェーン店よりも受け入れ拒否が多いことが先

行研究より示されていることから、本調査では、

個人飲食店を対象に補助犬使用者の受け入れにつ

いて調査を行った。また、補助犬使用者の受け入

れは補助犬が身近にいるかどうかという地域差も
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影響することが考えられる。そこで本調査では、

補助犬使用者に出会う機会が少ないと考えられる

地域（Y県 U市）と、補助犬使用者に出会う機会が

多いと考えられる地域（T都 E駅周辺）を対象とし

た。調査では、補助犬法の認知度、補助犬使用者

の来店経験、補助犬使用者の受け入れに対する意

識、受け入れへの不安等について尋ねた。Y県 U市

では公共交通機関でアクセス可能な市内全店（36

店舗）を対象とし、調査の目的について、筆頭著

者から、手順について訓練を受けた研究室の学生

が質問紙に沿って直接聞き取りを行った。T都 E駅

周辺の情報を発信するインターネットサイトで紹

介されていた飲食店 172店を対象に、郵送にて依

頼文、調査概要、調査用紙を配布し、無記名回答

を依頼した。 

 

４－４．賃貸住宅管理／所有者 

 補助犬との生活は、住宅での補助犬の受け入れ

が大前提である。本調査では、賃貸住宅業界団体

の会員を対象に、補助犬使用者に対する賃貸住宅

の斡旋／貸出の状況について調査した。賃貸住宅

に関わる業界団体 4つに協力を依頼し、協力の得

られた団体を通して会員に調査用紙を直接もしく

は FAXにて配布した。回答は業界団体がまとめて

回収、もしくは FAXによる返送にて回収した。 

 

４－５．宿泊施設 

 宿泊施設を対象に、補助犬使用者の受け入れ経

験や受け入れに対する不安について調査した。本

調査では、関東地方の温泉地の観光協会（1団体）

の協力を得て、地域の宿泊施設（主に旅館）を対

象に調査を実施した。観光協会を通して調査用紙

の配布と回収を行った。 

 

５．使用者調査 

５－１．アンケート調査 

補助犬使用者を対象にアンケート調査を行い、

施設利用時の対策や工夫について調査した。受け

入れに関する好事例として、同伴拒否を経験した

際にどのように対処したか、また、同伴拒否に遭

わないようにどのような工夫をしているかを把握

した。 

使用者への調査依頼については、過去 10年間に

補助犬の育成（認定）実績のある訓練事業者（盲

導犬訓練事業者 11団体、介助犬／聴導犬訓練事業

者 14団体）を通して行った。 

質問紙の内容は、年代、性別、過去 1年間の補

助犬同伴に関わる経験（同伴拒否経験の有無、拒

否を経験した施設の種類、そのとき取った行動、

結果として受け入れが認められたか）、同伴拒否に

遭わないように工夫していること（工夫の有無、

具体的な工夫の内容、工夫をする施設の種類）等

である。メール、点字、墨字のいずれかで回答を

求めた。  

調査期間は 2020年 9月 10日から 2002年 12月

31日である。 

 

５－２．ヒアリング調査 

アンケート調査の協力者のうち、追加調査に同

意が得られた者を対象に、補助犬を同伴した施設

等の利用に関わる具体的な事例を収集した。追加

のヒアリング調査は、メールもしくは電話にて行

った。ヒアリングは半構造化面接にて行い、電話

によるヒアリングはレコーダーにて記録し、のち

の解析に使用した。 

調査期間は 2020年 12月 1日から 2021年 1月 31

である。 

 

使用者調査は、帝京科学大学「人を対象とする

研究倫理審査」の承認を得て実施したものである

（承認番号：20A007）。 

 

６．ガイドブックの作成 

 受け入れ施設等への調査結果、使用者調査で得

られた対策や工夫、事例をふまえて、業界ごとに

留意点をまとめ、受け入れガイドブックを作成し

た。 

 

Ｃ．研究結果および考察 

１．補助犬使用者の施設利用 
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調査の結果、補助犬使用者の施設等への受け入

れに関わる 34 件の報告書・論文が対象となった。

調査によって数値は大きく異なるものの、受け入

れ拒否を経験している使用者は、補助犬法施行直

後・現在ともに多く、補助犬法を説明しても受け

入れが認められない「完全拒否」を経験した人は 4

割程度いた。特に飲食店での拒否が多く、次いで

宿泊施設、医療機関の順に拒否が多い傾向にあっ

た。タクシー以外の公共交通機関での受け入れに

ついては、受け入れ（利用）拒否を経験した対象

者が多くの調査で 5%未満とおおむね良好な受け入

れ状況であることが示されたが、タクシーに関し

ては 2割近くの使用者が拒否にあっていたという

報告もあった。施設等の違いに関わらず、拒否事

例の多くは、施設側の「準備不足」「情報不足」が

原因であった。 

なお、過去の調査は、それぞれ手法が異なり、

受け入れ拒否にあった対象の期間、使用者の行動

範囲や外出頻度に応じた拒否の経験、拒否後の対

応等が細かく調べられていない調査も多かった。

また、円滑な受け入れを進めるための工夫や、拒

否から受け入れに転じた好事例等の報告は限られ

ていた。今後は受け入れを促進するために活用で

きる対応策に関する情報を積極的に収集すること

が望まれる。そこで、「５．使用者調査」を実施す

ることとした。 

 

２．医療機関向けガイドラインの検証 

 10病院を無作為に抽出し、調査概要を送付し、

協力を依頼したところ 5病院の協力を得た。 

 協力の得られた 5病院は、自発的に、もしくは

外部の働きかけ（外部評価）により補助犬の同伴

受け入れについて検討を開始していた。ホームペ

ージの補助犬同伴の案内以外に、院内のスタッフ

向けの補助犬使用者の受け入れマニュアルを作成

している病院は、2病院であった。補助犬使用者の

受け入れを検討する際にいずれの病院も厚生労働

省や日本介助犬協会、日本補助犬情報センターの

ガイドラインやマニュアルを参考にしていた。お

おむね既存のガイドラインやマニュアルに満足し

ていたものの、準備段階で補助犬使用者や育成団

体に補助犬を連れてきてもらったこと以外に、補

助犬使用者を受け入れたケースがなく、「実際に

受け入れてみないと分からない」、「院内のマニュ

アル通りに職員が動いてくれるか不安である」と

いった声が挙がった。そのため、実際に補助犬使

用者の受け入れ経験のある病院の事例や、問題が

あったときの対応方法等も知りたいという意見が

あった。 

 なお、厚生労働省が作成した医療機関向けのガ

イドラインの内容について検証したところ、補助

犬の受け入れの判断を医療機関に委ねる記載にな

っており、見方によっては受け入れなくても良い

ような印象を受ける文面になっていた。補助犬を

受け入れられない区域・場面については、具体例

を挙げて説明し、一般の人が立ち入ることのでき

る区域であれば、受け入れることが基本であるこ

とを説明することが好ましいと考える。また、ガ

イドブックには、補助犬の安全・衛生面の情報に

ついて、より詳細な記載が求められる。 

 

３．行政の取り組み 

３－１．保健所 

 対象とした保健所（471施設）から、365部の回

答が得られた（回収率 77.5%）。過去 5年間に補助

犬使用者から相談を受けた経験のある保健所は 26

施設（7.1%）であった（うち同伴拒否に関する相

談：21施設（5.8%、37事例））。一方、飲食店や医

療機関から相談を受けた経験のある保健所は、そ

れぞれ 52施設（14.2%）、8施設（2.2%）であり、

特に飲食店が補助犬の受け入れに不安を感じてい

る現状が伺えた。 

 補助犬使用者の拒否事例への対応として、保健

所が障害福祉課と連携することで受け入れにつな

がった事例も報告された。このような連携に関し

ては、2014（平成 26）年に総務省・関東管区行政

評価局が「身体障害者補助犬に関する広報・周知

活動の推奨事例等の連絡」の中で、『管内担当窓口

※は、飲食店事業者等の指導を所管する保健所等

他の行政機関等との連携を密にして、身体障害者
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補助犬使用者が安心し快適に生活を送ることがで

きるように各種取組を行う必要がある。』（※担当

窓口とは、自治体における身体障害者補助犬法担

当窓口をさす。）と示している。しかし、本調査で

は、相談があったら担当窓口を案内することで対

応すると答えた保健所も複数あったことから、障

害福祉課のような担当窓口と保健所の連携が十分

図れていない自治体もあることが示唆された。保

健所も、補助犬使用者の受け入れにおいて重要な

役割を果たすことを周知する必要があるといえる。 

保健所から飲食店関係者を対象に補助犬法や補助

犬使用者の受け入れについて周知するために、保

健所が飲食店の衛生管理者向けに実施する講習会

等を活用すると良いという意見も挙げられた。 

 

３－２．省庁 

 12の省庁から回答を得た。障害者差別解消法に

基づく対応要領について職員向けに研修を行う省

庁は 10あり、そのうち補助犬の内容を取り扱って

いたのは 2省庁（警視庁、国土交通省）であった。

補助犬法に関する取り組みは 3省庁（財務省、警

視庁、国土交通省）で行われており、業界団体や

所管事業者向けの周知が含まれていた。3省庁（人

事院、外務省、金融庁）で補助犬使用者の来庁経

験があり、いずれも来庁への不安はないとの回答

であった。 

 

４．受け入れ施設（者）等への調査 

４－１．リハビリテーション専門職 

 リハビリテーション専門職 40名より回答が得ら

れた。回答者の所属病院が補助犬使用者の受け入

れについて何らかの取り組みをしていると答えた

人は 5名（12.5%）だった。補助犬の受け入れにつ

いて不安を感じると回答した人は 15名（37.5%）

であった。不安に感じる内容としては、「他の病院

利用者へのアレルギー」12名（80.0%）、「病院スタ

ッフによる補助犬への対応」8名（53.3%）、「補助

犬の衛生面（臭い、抜け毛、汚れ）」8名（53.3%）、

「他の病院利用者の反応」8 名（53.3%）、「補助犬

による感染症のリスク」5名（33.3%）であった。 

 

４－２．病院 

 826病院に調査を依頼し、そのうち 334病院より

回答を得た（回収／有効回答率 40.4%）。過去 5年

間の補助犬使用者の来院経験のある病院は 17.7%

であった（不明、無回答：各 13.8%、0.6%）。来院

経験のある病院のうち、来院人数は 1名と回答し

たのは 52.5%、2名と回答したのは 8.5%、3名 8.5%、

4名 3.4%、5-9名 1.7%、10名以上 1.7%、不明 23.7%

であり、受け入れ経験があっても限られた使用者

のみの利用であることが示された。 

補助犬使用者の来院についての不安の有無につ

いて、ある 23.7%、ない 29.0%、わからない 45.5%

であった。明確な不安を抱く病院は限られており、

受け入れ経験がないことから実際の不安について

考えたことがない病院の方が多いことが示唆され

た。不安を感じる内容としては、「他の利用者の犬

アレルギー」65.8%、「他の利用者の反応」64.6%、

「補助犬の衛生面」36.7%、「補助犬使用者への対

応の仕方」38.0%、「補助犬による感染症のリスク」

34.2%、「補助犬の行動に関する安全性」27.8%であ

った。病院への補助犬使用者の受け入れに関する

対策を講じているか否かについて、講じている病

院は 11.7%であった。 

自由記述欄には、補助犬使用者の受け入れにつ

いて検討したことがなく、今後受け入れについて

検討していきたいという積極的な意見を記載する

病院が多く（13施設：自由回答の記載は 68施設）、

補助犬使用者の受け入れに前向きな姿勢が見られ

た。 

 

４－３．個人飲食店 

U市では、20店舗（対象 36店舗）、E駅周辺では、

36店舗（対象 172店舗）の協力が得られた。調査

の結果、補助犬法を知らないと答えた割合は、U市

16店舗（80.0%）、E駅周辺 16店舗（44.4%）であ

った。補助犬使用者の来店経験は U市が 0店舗、E

駅周辺が 6店舗（16.7%）であった。補助犬使用者

の入店について「可」と答えた店舗は、U市 6店舗

（30.0%）、E駅周辺 19店舗（52.8%）であった。ど
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ちらの地域でも依然として補助犬への理解が進ん

でいないことが明らかになった。また、補助犬使

用者の受け入れに対する不安について、「他の客

の反応」、「動物アレルギー」、「衛生面」、「店内の

狭さ」を挙げる回答者が多かった。特に E 駅周辺

は「店内の狭さ」が最も多い回答であった。 

 

４－４．賃貸住宅管理／所有者 

 4 つのうち 2つの業界団体の協力が得られ、合計

1,116名から回答を得た。補助犬法を知らないと回

答した人は 53.2%いた。補助犬使用者から借用の希

望があった場合に住宅の斡旋／貸出を行うと答え

た人は 8.0%であり、補助犬使用者の賃貸住宅借用

は非常に難しい現状にあることが明らかとなった。    

一方、回答者は補助犬使用者の入居に際して、

主に「他の入居者への対応」（52.8%）、「他の入居

者からの苦情」（47.4%）、「補助犬の匂い」

（43.9%）、「排泄物処理」（41.8%）に不安を抱えて

いることが示された。また、補助犬の問題とは別

に、障害者を受け入れた際の緊急時の対応につい

て不安視する声も一部で見られた。一方で、これ

まで補助犬使用者の受け入れについて検討したこ

とがなく、希望があれば受け入れを検討するとい

う声も少なからず挙げられたことから、これまで

焦点が当てられてこなかった賃貸住宅管理／所有

者への情報周知も重要であることが示された。 

 

４－５．宿泊施設 

 地域の宿泊施設 38施設のうち、21施設（主に旅

館）の回答が得られた。補助犬法を知らないと答

えた施設は 6 施設（28.6%）であり、補助犬使用者

を受け入れた経験がある施設は 8 施設（38.1%）で

あった。そのうち補助犬を受け入れた際に、問題

を感じたことがあると答えた施設は 2 施設であっ

た。どのような問題を感じたか複数回答で回答し

てもらったところ、1つめの施設は「補助犬の衛生

面」と「他の利用者の反応」、もう 1方の施設はそ

れに加えて「補助犬への対応」を挙げていた。こ

れらは補助犬を受け入れた際に不安に感じたとい

うことなのか、実際に何らかの問題が生じたのか

が不明であった。問題を感じたと回答した 2施設

中 1施設は、追加調査に協力するとして連絡先を

記入していたため、電話にて確認したところ、実

際に問題が生じたわけではなく、不安に感じたと

いうことであった。 

また、補助犬使用者の受け入れに不安を感じて

いる施設は 12施設（57.1%）であり、その内容と

しては「他の利用者の理解」、「他の利用者の反応」、

「動物アレルギー」、「補助犬（使用者）への対応」、

「衛生面」、「匂い」等が挙げられた。 

 

５．使用者調査（アンケート／ヒアリング） 

５－１．訓練事業者／対象者の属性 

 協力を依頼した訓練事業者のうち、盲導犬訓練

事業者は、9団体の協力が得られた（81.8%）。残り

2団体のうち、1団体は同様の調査を実施して間も

ないため協力不可、1団体は返答がなかった。介助

犬／聴導犬訓練事業者は、6団体の協力が得られた

（42.9%）。残り 8団体のうち、1団体は現役のユー

ザーがいないという回答があり、7団体は返答がな

かった。 

アンケート調査では、245名の補助犬使用者から

回答が得られた。内訳は、盲導犬使用者 231名、

介助犬使用者 9名、聴導犬使用者 5名であった。

年代は、20代 3名（1.2%）、30代 10名（4.1%）、

40代 37名（15.1%）、50代 53名（21.6%）、60代

90名（36.7%）、70代以上 50名（20.4%）、無回答 2

名（0.8%）であった。性別は男性 123名（50.2%）、

女性 120名（49.0%）、無回答 2名（0.8%）であっ

た。 

ヒアリング調査では、88名の協力が得られた。

内訳は、盲導犬使用者 79 名、介助犬使用者 6 名、

聴導犬使用者 3名であった。年代は、20代 0名（0%）、

30代 5名（5.7%）、40代 18名（20.5%）、50代 26

名（29.5%）、60代 25 名（28.4%）、70代以上 12名

（13.6%）、無回答 2名（2.3%）であった。性別は

男性 52名（59.1%）、女性 35名（39.8%）、無回答 1

名（1.1%）であった。 

 

５－２．同伴拒否経験の有無 
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アンケート回答時から過去 1年間にさかのぼり、

補助犬を同伴していることで施設等の利用を拒否

された経験のある者は、59.6%（146名）であった。

ただし、本調査は 2020年 9月から 12月に行われ

たものであり、「過去 1年」の大半は、コロナ禍に

伴う外出自粛や行動変容の影響を受けていること

を考慮する必要である。新型コロナウイルスが流

行する前に行われた盲導犬使用者を対象とした 2

つの調査（公益財団法人アイメイト協会, 2019年

(N = 85)、認定 NPO法人全国盲導犬施設連合会, 

2020年(N = 643)）では、調査前のおよそ 1年間に

補助犬の同伴拒否を経験した使用者の割合は、そ

れぞれ 52.9%と 52.3%であった。この数値と比べる

と、今回の調査で報告された同伴拒否の割合はや

や高い結果であった。外出制限により施設を利用

する頻度が低くなったにもかかわらず、同伴拒否

が多く報告されたのは、コロナ感染を理由にした

受け入れ拒否が発生していること（公益財団法人

日本盲導犬協会, 2021）も影響している可能性が

ある。 

 

５－３．同伴拒否発生時の対応とそれによる結果 

補助犬同伴拒否の経験がある場合、最も記憶に

残っている 3 事例について、施設の種類（例：飲

食店、宿泊施設、タクシー等）、実際に使用者とし

て取った行動、それにより受け入れが認められた

かどうかを尋ねた。合計 274事例の報告があった。

拒否事例のあった施設等の内訳は、飲食店 137件

（50.0%）、病院 42件（15.3%）、スーパー・コンビ

ニ・デパート 26件（9.5%）、交通機関 24件（8.8%、

うちタクシー22件、バス・飛行機 1件ずつ）、宿泊

施設 17件（6.2%）、娯楽施設 9件（3.3%）、その他

19 件（6.9%）であった。実際に取った行動（自由

記述、複数回答あり）としては、施設スタッフに

補助犬であること、補助犬法の存在を伝える等、

ユーザー自身がその場で交渉（説明）する 170件

（62.0%）、訓練事業者や普及啓発団体に連絡する

37 件（13.5%）、補助犬法や補助犬に関する啓発パ

ンフレットを渡す 21件（7.7%）、拒否のあった施

設等の本社やテナントの入る管理会社に連絡する

21件（7.7%）、行政に相談する 21件（7.7%）、なに

もせずに諦める 15件（5.5%）、未記入 12件（4.4%）、

その他 4件（1.5%）であった。その他のうち 3事

例は、受け入れ拒否に遭った様子を他の利用者が

見ており、その利用者から受け入れ施設に注意（説

明）があったというものであった。使用者の取っ

た行動により、結果的に受け入れに転じたケース

は 145件（52.9%）であった。その場の説明で認め

られずに諦めた、事後の交渉でも受け入れ拒否の

姿勢が変わらなかったケースは 96件（35.0%）で

あった。拒否後の対応について未回答が 26件

（9.5%）、その後の受け入れ施設側の姿勢は不明と

いう回答が 7件（2.6%）あった。なお、使用者の

取った行動ごとに受け入れに転じたかどうかを見

てみると、受け入れに転じた割合が多い行動の順

に、拒否のあった施設等の本社やテナントの入る

管理会社に連絡する 16件（76.2%）、訓練事業者や

普及啓発団体に連絡する 23件（62.2%）、行政に相

談する 12件（57.1%）、施設スタッフにユーザー自

身が交渉する 93件（54.7%）、パンフレットを渡す・

見せる 10件（47.6%）であった。 

同伴拒否を経験した場合、使用者自身がその場

でスタッフに交渉するケースが最も多く 6割に上

った。それに対し、第三者機関（訓練事業者・啓

発団体や行政）に介入してもらう使用者は、15%以

下とその割合は決して高くなかったが、第三者機

関の介入の場合、拒否していた施設等が受け入れ

に転じる割合は、訓練事業者・啓発団体で 62.2%、

行政で 57.1%と、使用者自身で交渉する場合よりも

やや高い数値となった。ヒアリング調査では、受

け入れ拒否に遭った場合、その場では無理に交渉

せずに第三者に介入してもらうという意見が聞か

れた。この理由として、自分で対応して感情的に

なると、自分も施設側もお互いに嫌な思いをして

しまい、受入れ可に転じたとしても再びその施設

を利用しにくくなるということであった。このよ

うなことから、施設等の理解の促進や円満な解決

には、第三者の介入も有効な手段といえるだろう。

ただし、第三者の介入の場合、その場での解決は

難しく、使用者には時間と忍耐が求められること
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から、使用者の負担は大きいものである。また、

ヒアリングでは、行政に相談したいが、窓口があ

いている時間は仕事をしており、問い合わせがで

きないという声もあった。都道府県の補助犬法担

当窓口について、各自治体のホームページを確認

すると、電話番号と FAXは基本的に記載されてい

るものの、メールアドレスが記載されていない自

治体も多く見受けられた。補助犬使用者の利用に

も配慮した案内が求められる。 

拒否事例が発生した際、他の利用者が施設に注

意（説明）した 3事例では、いずれも施設が受け

入れ可に転じていた。2019（令和元）年度に実施

した受け入れ施設等への調査では、いずれの施設

等も補助犬使用者の受け入れに関する不安として、

他の利用者の反応をあげていた。施設を利用する

者が補助犬同伴の受け入れは当然であるという姿

勢を持つことは、施設等の不安を大幅に軽減させ

るものとなる。そのため、施設等への普及啓発と

同時に、国民全体への普及啓発も強く求められる。 

また、ヒアリング調査では、料理店の経営者が

外国人の場合、受け入れ拒否に遭っても言葉の壁

があり説明ができないという事例があった。また、

外国人労働者の増加により、コンビニエンススト

ア等でも同様に言葉が通じないことで困難を感じ

た経験をした使用者もいたことから、ガイドブッ

ク作成時には、多言語パンフレットの必要性が伺

われた。 

 

５－４．同伴拒否に合わない工夫 

さまざまな施設で補助犬同伴拒否に遭わないよ

うにどのような工夫を行っているか尋ねたところ、

546 件の回答が得られた（自由記述、複数回答あり）。

内訳は、以下のとおりである。 

 衛生面に関する対策 277件 

（服を着せる、日ごろから清潔に保つ、敷

物の上に待たせる、利用後に清掃する等） 

 事前確認 116件 

（問い合わせ、予約、説明、依頼、パンフ

レットを持ち歩く等） 

 犬の行動管理 55件 

（自分のそばから離れないようにする、排

泄管理等） 

 使用者自身のふるまい 40件 

（補助犬がいても良いか聞かずに自然に入

る、堂々とふるまう、他者への気配り（声

かけ）を忘れない、好感をもたれるふるま

い（感謝する・愛想良く・丁寧に）等） 

 利用する施設を選ぶ 24件 

（チェーン店のみ利用する、教育されてい

る施設を選ぶ、いつも同じ施設を利用する、

断られる要素（狭い、畳敷き等）のある施

設は避ける等） 

 待機場所の工夫 8件 

（ハウスを持参して待たせる、場所をスタ

ッフと相談して決める、狭い店では歩き回

らない等） 

 混雑する時間・場所を避ける 5件 

 教育・啓発活動への参加 5件 

 自宅や車内に待機させる 4件 

 その他 12件 

どのような施設を利用する際に、自由記述に記

載した工夫を実施しているか尋ねたところ、施設

の種類を問わず全ての施設で工夫しているが最も

多く 283件であった。次いで、飲食店 106件、宿

泊施設 49件、病院 33 件であった。 

施設利用時の事前確認、利用する施設の選択、

混雑時間・場所の回避等は、同伴拒否を未然に防

ぐ工夫である。このような工夫は、施設利用時の

手間が増えたり、希望する施設を自由に利用でき

る状況にはないことを示唆するものである。ヒア

リング調査では、自由に施設等を利用できる状況

にないことに対して、改善を求める意見と、現状

に納得しているという異なる意見が得られた。改

善を求める意見としては、補助犬の同伴は補助犬

法で保障されている権利であり、利用できるかど

うかを事前に確認しなければならないことに不便

さや生活のしづらさを感じるというものであった。

一方、現状に納得している意見としては、店の状

況によってどうしても補助犬の同伴を受け入れら

れない場合もあることから、相手の立場を考えて
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事前に確認するという考えや、利用する側も受け

入れる側も気持ちよく過ごせるような配慮として、

譲歩も大切であるという意見があった。 

また、わずかではあったが、受け入れが認めら

れないことにより、補助犬を車や自宅で待たせて、

人のみで施設を利用するという例も見られた。こ

のような対応についても、受け入れ側と話し合い、

受け入れられない事情を納得した上で補助犬を同

伴しない選択をしている例と、納得できないまま

やむを得ず人だけで施設を利用している場合があ

った。 

 ヒアリング調査では、施設側の対応について、

複数の異なる意見が得られた。補助犬使用者が施

設等を利用する際に、他の施設利用者に対して、

補助犬使用者が利用することをアナウンスしたり、

事前に確認をとる場合がある。このことについて、

そのような対応はとらない方が良い（自然と受け

入れられることが望ましい）という意見と、その

ような配慮をしてくれることは有難い（他者への

配慮として適切である）という意見があった。意

見の相違はあるものの、理想とされる施設側の対

応は状況に応じて異なることが予想され、一元的

に決められるものではないだろう。状況の例とし

ては、補助犬使用者が比較的多く、施設利用者の

理解のある地域であるか、また、施設の特徴や混

雑状況等があげられる。ただし、施設側の対応に

ついては、時代の変遷（補助犬法、補助犬（使用

者）への理解の変化）とともに、変わっていくこ

とが望ましく、このことはガイドブックの作成に

おいても、配慮すべき点であるといえる。 

 

６．ガイドブックの作成 

2019（令和元）年度に実施した医療機関、飲食

店、宿泊施設等を対象とした調査と既存のガイド

ブックの検討、ならびに、2020（令和二）年度に

実施した補助犬使用者調査の結果を踏まえ、業界

別のガイドブックを作成した。作成したガイドブ

ックは、飲食店編、医療機関編、宿泊施設編、公

共交通機関編、複合商業施設編、賃貸住宅・分譲

マンション編、保健所編である。保健所編は、受

け入れ施設を管轄する機関として保健所が重要な

役割を果たすことから、追加で作成した。これは、

保健所による施設等への周知徹底、ならびに、障

害福祉課と保健所の連携による同伴拒否の予防と

解決を期待して作成したものである。なお、ヒア

リング調査では、職場における受け入れ拒否の改

善を訴える声もあった。今後、職場（ハローワー

ク）向けのガイドブックも急いで作成する必要が

あるだろう。 

ガイドブックの作成にあたり、補助犬使用者や

補助犬、補助犬法等、基本的な情報だけでなく、

補助犬の同伴を受け入れることは障害のある人の

権利を保障することであること、他の利用者が利

用できる場所であれば受け入れが基本であること

を強調した。また、受け入れ施設等を対象に実施

した調査であがった不安や疑問を解消できるよう

な説明を盛り込んだ。特に業界に特有な懸念にも

答える内容とした。例えば、賃貸住宅管理者／所

有者によりあがった「ペット不可物件で補助犬に

限り受け入れる場合の入居者への説明や契約内

容」に対して、他の入居者に説明すると良い内容

やダウンロードして配布できる資料、契約書や規

約に盛り込むと良い例文などをまとめた。飲食店

よりあがった「狭い店内での補助犬同伴の受け入

れ」については、補助犬が待機する様子や限られ

たスペースでどのように補助犬のスペースを確保

するかをイラストや写真で紹介した。さらに、受

け入れについて感じる不安は、受け入れを断ると

いう方法をとるのではなく補助犬使用者にその内

容を伝え、ともに解決策を見出す姿勢を求める記

載とした。 

また、補助犬使用者の多くは、施設等への説明

においてパンフレットを多用していることが明ら

かになったことから、ガイドブックの要約版とし

て、業界別のパンフレットも作成した。パンフレ

ットは、受け入れ施設等がガイドブックを手に取

るきっかけになることも期待して、イラストを豊

富に盛り込み、ガイドブックに導くような内容と

した。 

さらに、ヒアリング調査を受けて、多言語パン
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フレット（英語、中国語（繁体字、簡体字）、韓国

語、ベトナム語）を作成した。 

さいごに、ガイドブックおよびパンフレットの

内容は、業界関係者、訓練事業者、補助犬使用者

にそれぞれ確認・助言を求め、現状に即した内容

となるよう加筆・修正を加えて完成とした。 

 

D．結論と展望 

本分担研究では、使用者が補助犬を同伴して施

設等を利用する際の課題を受け入れ施設側と使用

者の視点から明らかにした。施設等の受け入れ体

制はまだ不十分であり、補助犬使用者の多くは補

助犬の同伴拒否を経験していた。多くの受け入れ

施設等は補助犬使用者の受け入れに複数の不安

（特に他の利用者の反応への不安）を抱えている

ものの、受け入れに向けた具体的な対策を講じて

いる施設は限られていた。一方、補助犬使用者は、

使用者としての義務（衛生・行動管理）の遂行は

もちろんのこと、施設側や他の利用者に配慮した

さまざまな工夫や対策を講じていた。また、同伴

拒否が発生した際、施設側への働きかけにより、

受け入れに転じているケースは半数以上あること

が示された。つまり、補助犬法や補助犬への正し

い理解が受け入れ施設側に事前に備わっているこ

とで、同伴拒否の発生や事前の確認や説明といっ

た手間のかかる作業は多分に解消されるといえる。

これらの結果を受け、補助犬使用者、施設等、施

設利用者がいずれも安心した社会活動を営めるよ

う、業界ごとの特有な懸念にも配慮したガイドブ

ックを作成した。 

今後の取り組みとして、第一に「説明すれば受

け入れに転じる施設」を「説明しなくても受け入

れ体制の整っている施設」に変えていくことが求

められる。次の段階として、説明しても頑なに拒

否をする施設等への働きかけが必要になる。この

二段階目の働きかけは、別途対策を講じる必要が

あるが、まずは、第一段階を達成すべく、今回作

成したガイドブック等を活用したもれのない継続

した施設等の働きかけを行っていく必要がある。

この働きかけにおいて、同伴拒否事例の特に多い

飲食店、病院、宿泊施設等を管轄する保健所の役

割はとても大きく、補助犬法担当窓口となってい

る障害福祉課との連携が強く求められる。 
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